
教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成２１年度にて

総エネルギー投入量：５８３，４９５GJ

電気 ４４２，０５０GJ（４４，３３８MWh）

ガス ８０，４２４GJ（１，７４６k�）

重油 ６０，４５９GJ（１，５４６k�）

灯油 ４９９GJ（１４k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１５３，４３０�

化学物質：PRTR対象物質（調査対象１０物質）

取扱量 ５，８１３�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４２４，１３３�

市水 ３４，７７１�

井水 ３８９，３６２�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６４４名） 共同研究受入件数（１３０件）

大学院修了者（４９４名） 受託研究受入件数（１４９件）

修 士（３６４名） 特許出願件数（４５件）

博 士（１３０名） ライセンス・オプション契約（８件）等

温室効果ガス等：
CO２排出量 ２４，７８８t

電気 １６，５８２t
ガス ３，９８２t
重油 ４，１９０t
灯油 ３４t

※上記数値は新たな換算係数による数値

化学物質排出量・移動量
PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ： １８�（大気排出）
：１，４００�（事業所外移動）

ジクロロメタン： ２８０�（大気排出）
： ５８０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４２４，１３３�

P.３４

P.３５

P.３５

P.３６

P.３７

P.３９
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.000�

2.500�

2.000�

1.500�

1.000�

0.500�

0.00

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

595,156
583,495

511,387

1.7800 1.7604
1.6934

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電気
（MWh） ４０，２６９ ４４，７４７ ４４，３３８

ガ
ス
（�）

１３Ａ ６１７ １，８１２ １，７４５

プロパン １ １ １

重 油
（�） ２，０６８ １，６６３ １，５４６

灯 油
（�） １０ １１ １４

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

（GJ）

電 気 ４０１，４８４ ４４６，１３１ ４４２，０５０

ガ

ス

１３A ２８，６０１ ８３，５３２ ８０，４２４

プロパン ６６ ５５ ６３

計 ２８，６６７ ８３，５８７ ８０，４８７

重 油 ８０，８６９ ６５，０３４ ６０，４５９

灯 油 ３６７ ４０４ ４９９

合 計 ５１１，３８７ ５９５，１５６ ５８３，４９５

エネルギー消費量
（対１８年度比）

（GJ／�）
１．６９３４

（１０５．０％）
１．７８００
１１０．３％）

１．７６０４
（１０９．１％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

新規稼働棟
（�）

文教１、文
教２
改修工事
－１７，１４９

文教２改修
工事
－７，９５３

（工学部、
教育学部）
坂本２新営
工事
４３，７６３

（新病棟・
診療棟）
坂本２改修
工事
－２５，３３６

（病院本館
�期）

文教２改修
工事
－５，５５８

（環境科学
部、学生会
館）
坂本２改修
工事
－２５，３３６

（病院本館
�期）
片淵改修工
事
－５，４０３

（経済学部
本館）

投入エネルギーの内訳

データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文教
町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成２１年度のエネルギー投入量は前年度より約２％

減少しています。要因として坂本２団地の病棟・診療
棟の空調設備等の本格稼働後のチューニングによる省
エネの徹底が主に考えられます。

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３Ａ）１� ４６．１GJ
ガス・プロパンガス １� １００．４６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

�単位面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成２１年度は前年度より床面積当たりのエネルギー

消費量が約１％減少しています。要因として、１）坂
本２団地において、病棟・診療棟の本格稼働後の空調
設備等のチューニングを行い、省エネルギー対策を徹
底したことが主な要因であると考えられます。

�投入エネルギーの内訳

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

34 Environmental Report 2009



電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

180,000�

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

21年度�19年度� 20年度�

153,430
142,209�

�

166,798�

�

�

水資源投入量

水

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

1.34
1.27

1.60

447,258

424,133

482,878

水源の内訳の推移

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２１，８８８ ２９，５９８ ３４，７７１

井水 ４６０，９９０ ４１７，６６０ ３８９，３６２

合計 ４８２，８７８ ４４７，２５８ ４２４，１３３

床面積当
たり上水
使用量
（対１８年
度比）
（�／�）

市水 ０．０７
（１００％）

０．０９
（１２９％）

０．１０
（１４３％）

井水 １．５３
（１０１％）

１．２５
（８２．２％）

１．１７
（７７％）

合計 １．６０
（１０１％）

１．３４
（８４．３％）

１．２７
（７９．９％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

平成２１年度の電気使用量は前年度より約１％減少し
ています。これは熱帯医学研究所や工学部の研究活動
により使用量が増加したものの、坂本２団地の病棟・
診療棟の本格稼働後の空調設備等のチューニングによ
る省エネルギー対策の徹底したことが主な要因である
と考えられます。

平成２１年度のガス使用量は前年度より約４％減少し
ております。これは坂本２団地の病棟・診療棟の本格
稼働後のボイラー設備のチューニングによる省エネル
ギー対策を徹底したことが主な要因であると考えられ
ます。

重油の使用量は、年々減少しています。２１年度の減
少の要因としては、文教町１団地のボイラー設備の廃
止に伴う使用量の減少が考えられます。

使用量については、多少減少気味である。要因とし
てペーパーレス化の浸透及び大学病院の新医事システ
ムの使用方法の慣れによる用紙の軽減が考えられます。
なお、今後も各種書類等のペーパーレス化、両面コ

ピー等の省力化を行い、使用量の低減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修工事
でトイレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓
発による節水への取組などが結果に表れていると思わ
れます。

■水資源投入量の推移

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

NAGASAKI UNIVERSITY 35



CO２排出量

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.11000�

0.08000�

0.05000

t t/m2

CO2総排出量（t）� CO2排出量原単位（t/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

0.07772

0.074790.07495

25,985
24,788

22,632

項目 単位
従来CO２
排出係数

新CO２排出係数
（九州電力�公表値）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

電気 １kWh ０．５５５� ０．３８７ ０．３８７ ０．３７４

ガス・都市ガス（１３Ａ）１� ２．２８�

ガス・プロパンガス １� ５．９３�

重油 １� ２．７１�

灯油 １� ２．４９�

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
ｔ
）

電 気 １５，５８４ １７，３１７ １６，５８２

ガ

ス

１３Ａ １，４１４ ４，１３１ ３，９７８

プロパン ４ ３ ４

計 １，４１８ ４，１３４ ３，９８２

重 油 ５，６０５ ４，５０７ ４，１９０

灯 油 ２５ ２７ ３４

合 計 ２２，６３２ ２５，９８５ ２４，７８８

床面積当り
エネルギー消費量
（対１８年度比）

（t／�）

０．０７４９５ ０．０７７７２ ０．０７４７９

（１０６．９％） （１１０．９％） （１０６．７％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

CO２排出量内訳の推移

平成２１年度のCO２排出量は、前年度より約２％減少
となります。要因として坂本２団地の病棟・診療棟の
本格稼働後の空調設備等のチューニングを行い、省エ
ネルギー対策を徹底したことが主な要因であると考え
られます。今後も地球温暖化対策に向け、更に一層の
CO２排出量の削減に取組む必要があると考えています。

■CO２排出量の推移

※単位について
CO２排出量換算係数は、以下の通り

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化
学
物
質
の
排
出
量
・
移
動
量

平
成
１９
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

８
，０
０３

４
，０
６６

１５
０

３
，７
８７

１
，９
０３

５０
０

５５
０

８５
３

７
，８
９２

８０
０

５
，８
２３

０
６４
６

６２
３

０
１７
，７
９８

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１９
，６
７０

２３
８

１０
，０
００

９
，４
３２

３４
，５
５０

０
３４
，５
５０

０
８４
５
，９
９０

１５
，４
５９

７７
３
，５
０２

１
，９
９４

１８
，８
６０

３６
，１
７６

０
９０
０
，２
１１

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

８８
２

６７
４

０
２０
８

６
，３
２３

０
５５
０

５
，７
７３

５０
０

３５
３７
９

０
１６

０
７０

７
，７
０５

６３
キ
シ
レ
ン

３７
，１
１４

３１
，５
４７

５
，５
６８

０
１７
２
，９
６１

９０
，３
２９

１９
，０
０８

６３
，６
２４

７
，８
１６

７２
２
，５
１７

０
１
，１
７９

４
，０
４８

０
２１
７
，８
９１

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２７
，２
１７

２２
，６
４４

１３
８

４
，４
３５

３０
９
，１
８５

２
，０
３２

２７
４
，８
６９

３２
，２
８４
１
，１
７０
，６
３１
１１
５
，６
０２
１
，０
５０
，２
１０

０
３
，８
７３

０
９４
６
１
，５
０７
，０
３３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

３
，９
８７

３
，９
８７

０
０

３７
６

０
３７
６

０
１
，０
５９
，６
９６
６５
５
，７
８２

３１
７
，９
１８

７
，５
８５

６５
，１
２１

１３
，２
９０

０
１
，０
６４
，０
５９

２２
７
ト
ル
エ
ン

１５
，４
９０

１５
，０
００

０
４９
０

６
，９
２２

５３
７

０
６
，３
８５

１２
５
，４
２８

８６
，４
１８

３８
，５
７５

０
２

４３
３

０
１４
７
，８
４０

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１０
，１
１７

６
，４
３９

３５
０

３
，３
２８

４
，１
５０

７５
０

０
３
，４
００

４
，７
６３

８７
９

２
，２
５１

０
７１
３

４１
９

５０
０

１９
，０
３０

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

１５
８

１５
８

０
０

１４
，０
００

１３
，９
５６

０
４４

２５
，８
６３

１
，１
０９

１０
，３
７５

１１
，７
４２

０
２
，６
３７

０
４０
，０
２１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

８５
，５
２８

７８
，５
９７

５２
６
，８
７９

３７
１
，６
３２

６
，４
７７

３６
１
，６
５６

３
，４
９８

１４
８
，１
９２

２１
０

１
，５
５６
１０
８
，０
００

９９
３８
，３
２７

０
６０
５
，３
５２

計
４
，５
２６
，９
４０
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

P
R
T
R
と
は

（
P
ol
lu
ta
nt
R
el
ea
se
an
d
T
ra
ns
fe
r
R
eg
is
te
r：
化
学
物
質
排
出
移
動

量
届
出
制
度
）
と
は
、
有
害
性
の
あ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
が
、
ど
の
よ

う
な
発
生
源
か
ら
、
ど
れ
く
ら
い
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
か
、
あ
る
い
は
廃

棄
物
に
含
ま
れ
て
事
業
所
の
外
に
運
び
出
さ
れ
た
か
と
い
う
デ
ー
タ
を
把
握

し
、
集
計
し
、
公
表
す
る
仕
組
み
で
す
。

対
象
と
し
て
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
化
学
物
質
を
製
造
し
た
り
使
用
し
た

り
し
て
い
る
事
業
者
は
、
環
境
中
に
排
出
し
た
量
と
、
廃
棄
物
や
下
水
と
し

て
事
業
所
の
外
へ
移
動
さ
せ
た
量
と
を
自
ら
把
握
し
、行
政
機
関
に
年
に
１

回
届
け
出
ま
す
。

－
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
－

ht
tp
://
w
w
w
.e
nv
.g
o.
jp
/c
he
m
i/p
rtr
/a
bo
ut
/a
bo
ut
-1
.h
tm
l

長
崎
大
学
坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
、
２
お
よ
び
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
P
R
T
R
法
（
化
学
物
質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
）
対
象
事
業
所
に
該
当
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
環
境
安

全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
で
は
、
各
キ
ャ
ン
パ
ス
ご
と
に
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱

量
を
調
査
・
集
計
し
、
一
定
量
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
環
境
中
へ
の
排
出
量
お
よ
び
廃
棄
物
等

と
し
て
の
移
動
量
と
し
て
報
告
し
て
い
ま
す
。
取
扱
量
の
調
査
は
、
平
成
１４
年
度
か
ら
開
始
し
て
お

り
、
過
去
の
集
計
結
果
は
す
べ
て
環
境
安
全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て

い
ま
す
（
ht
tp
://
w
w
w
.e
p.
na
ga
sa
ki
-u
.a
c.
jp
/p
rt
r/
pr
tr
.h
tm
）。

平
成
２１
年
度
の
調
査
で
は
、
取
扱
量
が
１
ト
ン
を
超
え
た
物
質
は
、
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
ク
ロ
ロ

ホ
ル
ム
お
よ
び
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン
と
な
り
ま
し
た
。

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況
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平
成
２０
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

３
，７
３１

２
，８
７６

１５
０

７０
５

１
，７
４５

５２
５

０
１
，２
２０

６
，４
９８

１
，０
３３

４
，４
７５

０
３１
０

６８
０

０
１１
，９
７４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

７
，９
３４

１８
３

５
，０
００

２
，７
５１

２５
４

０
１８

２３
６

５２
２
，８
７７

９
，７
４１

４８
９
，９
４４

１
，１
１３

１４
，１
４８

７
，９
３１

０
５３
１
，０
６５

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

４０
４

３２
９

０
７５

９
，６
８０

０
０

９
，６
８０

９３
１

３５
４８
４

０
２２

３９
０

０
１１
，０
１５

６３
キ
シ
レ
ン

２０
２
，２
７８

１９
５
，０
４７

３
，０
００

４
，２
３１

１８
３
，１
５６

６３
，７
４０

７７
，１
７６

４２
，２
４０

７
，９
８４

０
１
，７
１６

０
５４
５

５
，７
２３

０
３９
３
，４
１８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２６
，４
５２

２２
，４
７９

９２
３

３
，０
５０

３４
４
，６
１９

２３
，５
８８

２８
６
，０
８３

３４
，９
４８
１
，２
４８
，８
８２

９８
，０
０６
１
，１
４６
，９
６０

０
１
，８
９４

５２
０

１
，５
０２
１
，６
１９
，９
５３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

７
，８
００

７
，８
００

０
０

０
０

０
０

９９
６
，８
２８
７２
５
，８
５１

２０
１
，９
９４

３１
９
５４
，６
１７

１３
，９
８７

６０
１
，０
０４
，６
２８

２２
７
ト
ル
エ
ン

２
，５
９８

２
，５
９８

０
０

２８
，６
６７

２８
，５
８０

０
８７

１５
７
，９
７８

７９
，７
６７

７５
，７
７２

１
，４
３０

９
１
，０
００

０
１８
９
，２
４３

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１１
，０
３９

９
，５
２６

５４
８

９６
５

４
，６
１７

３３
０

１３
７

４
，１
５０

２
，４
２０

６３
５

９４
８

０
１５
７

６８
０

０
１８
，０
７６

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
３０

６１
，５
３０

０
０

２
，８
７６

２
，８
３２

０
４４

１０
，３
３８

１
，６
５０

５
，０
３３

４０
２

９
３
，２
４４

０
７４
，７
４４

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
９
，５
７２

１２
３
，７
１３

１
５
，８
５８

７１
０
，０
０３

２７
，６
７１

６７
８
，１
８８

４
，１
４４

４１
，６
７２

３３
８

２
，５
６９

０
１５
４
３８
，６
１１

０
８８
１
，２
４７

平
成
２１
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

６
，６
６３

５
，４
５３

１５
０

１
，０
６０

４
，４
２０

１
，３
９５

６０
２
，９
６５

５
，３
５１

０
５
，０
９１

０
０

２６
０

０
１６
，４
３４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

９
，３
０２

３９
１

５
，０
００

３
，９
１１

８
，０
８０

１
，５
７２

６
，２
８８

２２
０

１８
５
，８
５５

８
，３
７６

１３
５
，９
１５

１
，３
３６

２５
，９
３８

１４
，２
９０

０
２０
３
，２
３７

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

７７
１

４７
５

０
２９
６

１２
，４
６１

１
，８
１１

０
１０
，６
５０

９９
６

１３
５

６４
７

０
７

２０
７

０
１４
，２
２８

６３
キ
シ
レ
ン

２３
５
，８
４１

２３
３
，８
４１

２
，０
００

０
８９
８
，６
２６

４８
，５
６６

８０
６
，０
００

４４
，０
６０

７
，４
３１

０
３
，０
０２

０
０

４
，４
２９

０
１
，１
４１
，８
９８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１４
，３
５６

１１
，８
６６

１２
６

２
，３
６４

６１
７
，２
９９

１
，０
０２

５８
８
，３
８４

２７
，９
１３
１
，９
２３
，７
８１
１３
８
，７
６０
１
，７
８１
，９
５０

０
４７
２

１
，４
３２

１
，１
６７
２
，５
５５
，４
３６

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

４
，０
００

４
，０
００

０
０

０
０

０
０
１
，３
２０
，７
６８
９０
３
，２
８９

２６
７
，５
８３

６６
５
１２
０
，１
１０

２８
，９
８７

１３
４
１
，３
２４
，７
６８

２２
７
ト
ル
エ
ン

５２
５２

０
０

１
，４
３８

１
，３
５１

０
８７

１５
０
，８
３４

５８
，３
９４

７６
，３
８２

４３
１５

１６
，０
００

０
１５
２
，３
２４

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

７
，６
３４

６
，７
３６

３０
０

５９
８

１０
，４
０９

５
，７
０４

２８
０

４
，４
２５

２
，３
２８

９４
４

７７
４

０
０

６１
０

０
２０
，３
７１

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
２０

６１
，５
２０

０
０

５
，４
５０

５
，４
５０

０
０

４０
，４
７１

１５
，３
３０

３
，９
７０

２１
，０
３９

０
１３
２

０
１０
７
，４
４１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１９
７
，９
５１

１９
７
，３
８４

５
５６
２

５３
，４
８０

４
，７
３４

４４
，１
４６

４
，６
００

２５
，８
８４

４９
８

２
，０
６０

０
４０

２３
，２
８６

０
２７
７
，３
１５

計
４
，７
３５
，３
６３
�

計
５
，８
１３
，４
５２
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

環
境
負
荷
及
び
そ
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減
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平成１９年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２１ ２１０ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ３．２ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７８０ ３９０ ０．０２４

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 １５ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １，１００ ０．０

平成２０年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

平成２１年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ）

排

出

量

大気への排出 １８ ２８０ ０．００９９

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所における土
壌への排出埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １４００ ５８０ ０．０３６

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４７６
９４
５９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１６
１５８

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４６５
８６
５７

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０４
１５７

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４４５
８１
６０

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１２
１６６

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ジクロロメタンおよび特別要件に該当するダイ

オキシン類については、排出量および移動量を調査し、

その結果を長崎県に報告しました。クロロホルムの排

出・移動量は、平成２０年度から３割、平成１９年度から

８割増加しており、調査を開始した平成１４年度以降で

最多となりました。PRTR法では、人や生態系に有害

な恐れがある化学物質を調査対象としています。クロ

ロホルム等をはじめとするこれらの化学物質の取扱量

削減への取り組みは、環境リスクの低減に向けた今後

の検討課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非
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有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

19年度� 20年度� 21年度�

37,486�

�

39,076�

�36,410�

�

3,431�

�

3,206�

�

3,232�

�

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １９年度 ２０年度 ２１年度

重 油 ４０９，０８６ ４５５，１１６ ５３５，２２７

軽 油 １９３，８８５ １９２，５７１ １８４，１０５

単位：�

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、平成１８年度頃まで増加し続けて

きましたが、その後は実験廃液削減の努力が実を結び、

有機系、無機系廃液の合計で４万リットル前後を維持

しています。今後も引き続き、薬品の効率的な使用等

による実験廃液削減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

従来の水銀灯ランプ外灯 省エネランプの外灯

高効率変圧器

…省エネルギーのための取組…

�改修に伴う環境対策
・学内の外灯は、夜間の保安上必要不可欠なものですが、これまでの水銀灯ランプは、消費電力が大きいもので

した。近年、従来の器具と照度が同等で消費電力の少ない（４７％減）の器具に更新し、学内全団地の整備を行っ

ています。

この外灯照明器具は、消費電力が少ないとともにランプ寿命が６万時間と長寿命でランプ交換コストの軽減に

も寄与しています。

平成２１年度は、文教町２団地で４基、片淵団地で４基更新し、年間３，０４０kWh（５世帯相当分）を節減するこ

とができました。

・変圧器は、九州電力からの高圧電力を低圧電力に変

換するもので、電気設備では、重要な機器です。

この変圧器は、鉄と銅で作られていて、電気を使用

しても使用しなくても常に電力損失が発生します。近

年この損失を改善した変圧器の開発が促進されてきま

した。

建物改修に伴い、高効率変圧器を１５台更新し、年間

８，１７０kWh（１４世帯相当分）を節減することができ

ました。
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太陽光発電設備

LED照明器具を設置した事務室（改修後）

一般照明器具を設置した事務室（改修前）

節水型便器

・太陽光発電設備の設置

文教町１団地で附属幼稚園及び附属中学校校舎屋上

に、文教町２団地で環境科学部本館及び学生会館の屋

上に太陽光発電設備を設置しました。

文教町１団地：３２．８（kW）

文教町２団地：６．４（kW）

・節電

校舎改修工事等で、個別消灯が可能な照明器具及び LED照明器具に更新し、節電対策を行いました。そのうち

環境科学部本館改修においては、全照明器具のうち約３７％を LED化しました。また試行として、事務室の照明器

具をすべて LED化し、照明負荷の省エネルギー検証を行っています。

・節水

トイレの便器を１０６個節水型に改修し，年間約８，１００

�（３２世帯相当分）を節水することができました。特
に女性教職員及び女子学生が多い医学部保健学科では、

学内ESCO事業として節水型便器への更新を行い、

積極的な節水対策を行いました。
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屋上緑化

ライトシェルフ

・屋上緑化

平成２１年度の工事で、経済学部本館屋上の一部を屋

上緑化を行い、空調エネルギーの軽減を図りました。

・ライトシェルフ

平成２１年度の工事で、経済学部本館南側の窓面にラ

イトシェルフを設置し、照明及び空調エネルギーの軽

減を図りました。
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、低公害車、再生材を使用した原材料等

平成２１年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標調達率 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（７品目）

コピー用紙 １００％ １５３，４３０．００� １５３，４３０．００� １００％ １００％

フォーム用紙他 １００％ ２１，２４７．００� ２１，２４７．００� １００％ １００％

文具類（６８品目）

シャープペンシル他 １００％ ３６，９８３本 ３６，８８３本 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ３７，８７４冊 ３７，８７４冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製） １００％ ５１０，７６８枚 ５１０，７６８枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ３８，０８７個 ３８，０８７個 １００％ １００％

オフィス家具等（１０品目） １００％ ４，７３６台 ４，７３６台 １００％ １００％

ＯＡ機器（１７品目）

購入 １００％ ２，５０２台 ２，５０２台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ １３７台 １３７台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ４，２６８台 ４，２６８台 １００％ １００％

記録用メディア・カートリッジ等 １００％ ７７，４０１個 ７７，４０１個 １００％ １００％

家電製品（４品目） １００％ １９３台 １９３台 １００％ １００％

エアコン等（２品目） １００％ ９７台 ９７台 １００％ １００％

照明（４品目）

蛍光灯照明器具 １００％ １５台 １５台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ５，４９８本 ５，４９８本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １１９個 １１９個 １００％ １００％

自動車（１品目） １００％ １台 １台 １００％ １００％

制服・作業服（２品目） １００％ ３，６７５着 ３，６７５着 １００％ １００％

インテリア・寝装寝具（６品目） １００％ １，９９４枚 １，９３７枚 ９７％ ９７％

作業手袋（１品目） １００％ ４８８組 ４８８組 １００％ １００％

その他繊維製品（２品目） １００％ ２３枚 ２３枚 １００％ １００％
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第１中期目標・中期計画期間（平成１６年度～平成２１年度）での
エネルギー使用のまとめと今後の方針について

平成１６年４月から国立大学は一法人として装いを新たに歩みだした。経営的視点を重視した運営が求められ、

エネルギー使用に関しても当然、省エネを推進するよう平成２０年６月に「長崎大学地球温暖化対策に関する実施

計画」を策定し「長崎大学から排出される温室効果ガスの排出量を、国立大学法人として活動を開始した２００４年

度（平成１６年度）を基準とし、対象期間において原単位面積あたり８％以上の削減を目標とする」とし公表した。

あわせて、「温室効果ガス排出量の削減行動計画」を定め、これにのっとり低公害車の導入、ノーマイカーデー

の実施、両面コピーによる用紙節約、再生紙の利用、省エネ機器の導入、昼休みの消灯、空調温度の管理、節水

など積極的に取り組んできたところである。

しかし、地域貢献としての新病棟建設や研究施設の増設（４７，８８０�）をはじめとして、耐震・老朽改善による
教育・研究拠点の再生事業（５３，８４０�）を進め、法人化後だけでも新たに共同研究スペースを４，４１３�創出した。
この結果、空調化された良好な室内環境が活発な利用をうながし、絶対量としての平成２１年度の総エネルギー使

用量は省エネ機器採用をもってしても、法人化した平成１６年度比で１１．６％増加せざるを得ないものとなった。CO２
排出量も絶対量では平成１６年度比で８．５％増であるが、前年度の平成２０年度比では△２．２％の減少であった。

一方、水使用量についてはトイレ改修の際に節水型便器やセンサー付き水洗の採用、蒸気ボイラーから個別空

調機（ガス式及び電気式）への転換により、大幅に減少したところである。

今後は廊下やトイレなどを除いた空調化された延べ床面積（以下「空調面積」という）で総エネルギー使用量

を除した原単位あたりのエネルギー使用量をもって、教育研究の活性化と事務部門など管理部門での省エネ効果

を、詳細に検証する必要があると考えている。施設整備による空調面積の増加等は診療・治療や教育・研究の発

展に不可欠な基盤設備であり、医療環境の格段な改善による効果や多くの研究成果につながったと認識しており、

たとえば、工学部の濱田剛先生のゴードンベル賞受賞など顕著な例である。

なお、平成２０・２１年度で学内の照明・換気・空調など各室データを収集し、電子データとしての設備台帳を完

成させた。このデータを基に学内の建物毎・団地毎にエネルギー消費構造の分析を行い、エネルギー使用の合理

化の効果が期待出来るものから、省エネ法に基づいた中長期計画を立案していく予定である。

第２中期目標・中期計画期間（平成２２年度～平成２７年度の６年間）の方針であるが、平成２０年度に「エネルギー

使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）」（以下「省エネ法」という）が改正され、平成２２年度から実

効的な対策が求められている。このため、本学の関連規程も全面的に見直し、省エネ推進責任者を各部局長が直

接務めることとし、かつ、それぞれの学科等単位に省エネ推進員を配置し、管理基準の設定や巡視を行う。

こうしたことにより、部局毎の責任で省エネをきめ細かく推進できる体制となるとともに、環境教育面で学生

に参加をうながしていきたい。すでに環境科学部の学生はゴミの分別や照明の消灯、空調温度などの監視を行っ

ている状況でもある。
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総消費量（GJ）�

電　力�

ガ　ス�

重　油�

灯　油�

平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

409,717 406,808 398,348 401,484 446,131 442,050

24,137 24,611 23,498 28,667 83,995 80,878

89,017 91,455 84,358 80,869 65,034 60,459

0 0 0 367 404 499

700,000�

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

総排出量 t

電　力�

ガ　ス�

重　油�

灯　油�

平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

22,808 22,646 22,175 22,349 24,835 24,608

1,256 1,217 1,163 1,418 4,153 3,999

6,170 6,339 5,847 5,605 4,507 4,190

0 0 0 0 0 　�
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平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

640,469 542,759 496,747 482,878 447,258 424,133

長崎大学第１中長期計画期間 推移

総エネルギー投入量の推移

CO２排出量の推移

水資源投入量の推移
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